
平成 19 年度 

 

 

 

貸借対照表・行政コスト計算書・ 

純資産変動計算書・資金収支計算書 

（平成 20 年 3 月 31 日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今治市 財政課 

平成 20 年 11 月 

 

1



 
はじめに 

 
 今治市では、減価償却や退職給与引当金などの非現金支出を含めた資産・負債の状況や

１年間の行政活動にかかるコストを明らかにするために、平成 19年度の普通会計決算によ
る貸借対照表・行政コスト計算書・純資産変動計算書・資金収支計算書の財務４表を作成

しました。 
 これは、民間企業における貸借対照表・損益計算書・株式資本等変動計算書・キャッシ

ュフロー計算書にあたるものですが、企業が利益の追求を目的としているのに対し、地方

公共団体は住民福祉の増進を目的としていることから、その内容は民間企業のそれらとは、

少し異なったものになっています。貸借対照表については、清算を前提にした財産目録や

期間損益のためというよりは、資産の状況とそのために調達された財源の状況を明らかに

することに重点を置いています。また、行政コスト計算書も、損益を計算するためのもの

ではなく、行政サービスにどれだけのコストがかかっているかを明らかにするものになっ

ています。 
 なお、本年度より財務 4表の作成に関しましては、平成 19年 10月に総務省より公表さ
れた「新地方公会計制度実務研究会報告書」の「総務省方式改定モデルに基づく財務書類

作成要領」により作成しています。また、平成 19 年度との比較を行うために、平成 18 年
度の貸借対照表等を同要領により再作成を行っています。 
 このモデルでは、昭和 44年度以降の地方財政状況調査（決算統計）のデータを使用して
いるため、それ以前に取得された資産は含まれていないなど、実態を反映していない点が

ありますが、おなじモデルで作成した自治体どうしであれば、資産内容や行政活動の効率

性を比較検討できる指標として非常に有効であると考えられます。 
 今治市では、今後も継続してこれらの諸表を作成し、より効率的な行財政運営を実施す

るための資料にしたいと考えています。 
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 81,179,589

①生活インフラ・国土保全 215,991,016 (2) 長期未払金

②教育 53,253,260 ①物件の購入等

③福祉 13,080,345 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 15,801,990 ③その他

⑤産業振興 56,564,189 長期未払金計 632,470

⑥消防 5,042,649 (3) 退職手当引当金 13,324,105

⑦総務 21,823,547 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産合計 381,556,996 固定負債合計 95,136,164

(2) 売却可能資産 4,852,175

公共資産合計 386,409,171 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 8,699,762

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 403,542

①投資及び出資金 1,519,261 (4) 翌年度支払予定退職手当 897,467

②投資損失引当金 △ 6,000 (5) 賞与引当金 767,982

投資及び出資金計 1,513,261 流動負債合計 10,768,753

(2) 貸付金 4,109,534

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 105,904,917

①退職手当目的基金 102,278

②その他特定目的基金 5,367,642

③土地開発基金 2,395,000 [純資産の部]

④その他定額運用基金 326,195 １　公共資産等整備国県補助金等 108,752,010

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 8,191,115 ２　公共資産等整備一般財源等 245,111,344

(4) 長期延滞債権 1,146,520

(5) 回収不能見込額 △ 522,644 ３　その他一般財源等 △ 44,284,880

投資等合計 14,437,786

４　資産評価差額 2,577

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 309,581,051

①財政調整基金 7,593,787

②減債基金 2,502,095

③歳計現金 4,252,248

現金預金計 14,348,130

(2) 未収金

①地方税 483,934

②その他 33,143

③回収不能見込額 △ 226,196

未収金計 290,881

流動資産合計 14,639,011

資　　産　　合　　計 415,485,968 負 債 ・ 純 資 産 合 計 415,485,968

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち56,318,707千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 151,552,917 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 89,879,351 千円 89,879,351 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 8,693,386 千円 9,550,540 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 38,757,680 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 0 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 14,221,572 千円 14,221,572 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 928 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 79,243,041 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 17,462,660 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 5,461,674 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 56,318,707 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 72,309,876 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は100,518,813千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は233,255,511千円です。

△ 857,154

38,757,680

0

928

26,259

0

0

項目 金額

[内訳]

負債計上 注記

【（翌年度償還予定）地
方債・（長期）未払金・

引当金】

【契約債務・
偶発債務】

4,908,920

19,712,358

30,320,132

9,007,528

36,728

399,545

30,320,132

5,698,854

127,226

1,639,355

1,428,340

9,555,896

0

0

632,470

17,133,042

貸借対照表
(平成20年3月31日現在)

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・
国土保全 教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他
行政コスト

（１）人件費 11,409,625 18.9% 1,454,968 1,507,025 2,053,131 1,006,748 935,337 1,707,184 2,392,747 352,297 188

（２）退職手当引当金繰入等 621,764 1.0% 84,624 68,121 119,737 60,267 52,997 94,229 136,898 4,891 0

１ （３）賞与引当金繰入額 767,982 1.3% 95,723 99,899 139,788 68,479 62,342 115,130 162,529 24,092 0

小　　計 12,799,371 21.3% 1,635,315 1,675,044 2,312,656 1,135,494 1,050,677 1,916,543 2,692,174 381,280 188

（１）物件費 8,975,622 14.9% 757,218 2,450,959 588,675 2,835,856 664,121 182,028 1,467,504 29,261 0

（２）維持補修費 947,321 1.6% 327,737 119,647 31,773 347,125 76,253 9,583 35,203 0

（３）減価償却費 12,818,024 21.3% 4,914,545 1,491,956 786,216 1,038,101 3,279,143 245,308 1,062,755

小　　計 22,740,967 37.8% 5,999,500 4,062,562 1,406,664 4,221,082 4,019,517 436,919 2,565,462 29,261 0

（１）社会保障給付 9,398,688 15.6% 66,860 9,331,776 52

（２）補助金等 228,127 0.4% △ 1,208,486 △ 640,596 520,299 131,524 803,558 62,039 547,953 11,836 0

３ （３）他会計等への支出額 9,384,590 15.6% 3,034,976 0 5,222,321 489,538 614,835 22,920 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

947,559 1.6% 263,032 0 220,288 128,004 319,784 0 16,451 0

小　　計 19,958,964 33.1% 2,089,522 △ 573,736 15,294,684 749,118 1,738,177 84,959 564,404 11,836 0

（１）支払利息 1,856,482 3.1% 1,856,482

（２）回収不能見込計上額 89,292 0.1% 89,292

（３）その他行政コスト 2,770,579 4.6% 0 2,770,579

小　　計 4,716,353 7.8% 0 0 0 0 0 0 0 0 1,856,482 89,292 2,770,579

60,215,655 9,724,337 5,163,870 19,014,004 6,105,694 6,808,371 2,438,421 5,822,040 422,377 1,856,482 89,292 2,770,767

（　構　成　比　率　） 16.1% 8.6% 31.6% 10.1% 11.3% 4.0% 9.7% 0.7% 3.1% 0.1% 4.6%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 2,509,237 290,954 160,943 450,737 591,200 219,473 13,559 190,172 0 100,679 0 491,520

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 354,050 9,133 6,242 286,996 637 32,487 10,000 8,242 0 0 0 313

2,863,287 300,087 167,185 737,733 591,837 251,960 23,559 198,414 0 100,679 0 491,833

ｄ／ａ 4.76% 3.1% 3.2% 3.9% 9.7% 3.7% 1.0% 3.4% 0.0% 5.4% 0.0%

57,352,368 9,424,250 4,996,685 18,276,271 5,513,857 6,556,411 2,414,862 5,623,626 422,377 1,755,803 89,292 2,770,767 △ 491,833

行政コスト計算書

（差引）純経常行政コスト
　　ａ－ｄ

自　平成19年4月 1日

至　平成20年3月31日

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ
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（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 310,597,266 111,286,389 241,888,150 △ 42,584,183 6,910

純経常行政コスト △ 57,352,368 △ 57,352,368

一般財源

地方税 21,887,103 21,887,103

地方交付税 20,688,095 20,688,095

その他行政コスト充当財源 3,625,754 3,625,754

補助金等受入 9,287,771 1,611,285 7,676,486

臨時損益

災害復旧事業費 △ 6,263 △ 6,263

公共資産除売却損益 909,602 909,602

投資損失 △ 51,576 △ 51,576

…

科目振替

公共資産整備への財源投入 3,733,967 △ 3,733,967

公共資産処分による財源増 0 △ 535,675 535,675 0

貸付金・出資金等への財源投入 4,185,475 △ 4,185,475

貸付金・出資金等の回収等による財源増 △ 1,000 △ 2,141,208 2,142,208

減価償却による財源増 △ 4,144,664 △ 8,673,360 12,818,024

地方債償還等に伴う財源振替 6,653,995 △ 6,653,995

資産評価替えによる変動額 △ 4,333 △ 4,333

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 0

期末純資産残高 309,581,051 108,752,010 245,111,344 △ 44,284,880 2,577

純資産変動計算書
自　平成19年4月  1日

至　平成20年3月31日
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

当年度短期借入金（翌年度繰上充用金）増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成19年度における一時借入金の借入限度額は12,150,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は557千円です。
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報
　収入総額 千円
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債元利償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支 千円

資金収支計算書
自　平成19年4月  1日

至　平成20年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

13,948,226

8,975,622

9,398,688

2,697,074

1,856,482

6,639,209

953,584

44,468,885

21,690,874

20,688,095

7,363,982

2,039,442

305,303

843,986

2,083,700

3,234,686

2,189,051

60,439,119

15,970,234

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

9,245,116

947,559

389,693

10,582,368

1,923,789

4,264,605

234,041

714,199

7,136,634

△ 3,445,734

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

3,224,123

1,558,552

8,217

2,664,388

9,816,542

17,271,822

0

1,160,853

152,125

309,700

1,445,277

1,124,527

4,192,482

△ 13,079,340

0

△ 554,840

4,807,088

4,252,248

71,768,235
6,658,005

2,260,589

3,078,650
72,323,075
11,648,082
904,002
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Ⅰ 貸借対照表 
 
１．貸借対照表の概要 
  住民サービスを提供するために保有している財産とその財産をどのような財源で調達

してきたかを総括的に対照表示した一覧表で、資産、負債及び純資産から構成されてい

ます。貸借対照表の左側を借方、右側を貸方といいます。 
  借方には、「資産」が表示され、インフラ資産や施設などの有形固定資産や売却可能資

産といった「公共資産」、投資、出資金、貸付金、基金などの「投資等」、財政調整基金・

歳計現金などの現金預金や市税などの未集金の「流動資産」を確認することができます。 
  貸方には、「負債」及び「純資産」が表示され、これからの世代が負担しなければなら

ない借入金などの状況、現在までの世代の負担の状況などを確認することができます。 
  また、資産合計と負債・純資産合計が一致し、左右がバランスしている表であること

からバランスシートとも呼ばれています。 
 
（１）資産合計 4,154億 8,597万円（対前年度△50億 2,197万円） 
   昭和 44年度以降取得した土地、建物を中心とした有形固定資産と、出資金、貸付金、

基金、長期延滞債権などです。 
   （内訳） 
   ・公 共 資 産  3,864億  917万円（対前年度△38億 4,472万円） 
     有形固定資産△36億 7,945万円（うち当年度減価償却額 128億 1,802万円） 
     売却可能資産△1億 6,527万円 
     ※減価償却は、土地を除く固定資産について建設事業の区分により耐用年数を

設定し、定額法により残存価格「0」まで償却していきます。 
・投 資 等    144億 3,779万円（対前年度＋19億 6,383万円） 

     投資及び出資金△1億 5,197万円、貸付金＋20億 246万円、 
     基金等＋1億 2,068万円 

・流 動 資 産      146億 3,901万円（対前年度△31億 4,109万円） 
     財政調整基金△18億 2,929万円、減債基金△3億 4,636万円、 
     歳計現金△5億 5,484万円、未収金△4億 1,160万円 
 
（２）負債合計 1,059億 492万円（対前年度△40億 576万円） 
   地方債や市職員の退職給与引当金など、将来に負担義務が発生するものです。 
   （内訳） 
   ・固 定 負 債  951億 3,617万円（対前年度△35億 5,605万円） 
     地方債△27億 9,386万円、長期未払金＋1億 659万円 
     退職手当引当金△8億 6,878万円 
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   ・流 動 負 債  107億 6,875万円（対前年度△4億 4,971万円） 
     翌年度償還予定地方債△3億 6,468万円、未払金＋1億 9,504万円 
     翌年度支払予定退職手当△2億 6,856万円、賞与引当金△1,152万円 
 
（３）純資産合計 3,095億 8,105万円（対前年度△10億 1,622万円） 
   民間企業でいう資本にあたるものですが、その内容は大きく違い、資産形成した財

源のうち将来返済の必要がないものをあらわしています。 
   （内訳） 
   ・公共資産等整備国県補助金等 1,087億 5,201万円（対前年度△25億 3,438万円） 
    資産を取得した財源のうち国・県から補助を受けた部分です。 
   ・公共資産等整備一般財源等  2,451億 1,134万円（対前年度＋32億 2,319万円） 
    資産を取得した財源のうち国県補助金等と建設地方債を除いた部分です。 
   ・その他一般財源等 △442億 8,488万円（対前年度△17億 70万円） 
    公共資産等以外の資産から公共資産等整備財源以外の負債を差し引いた額です。

翌年度以降に自由に使用できる財源ということになります。本市の場合、翌年度

以降自由に使用できる財源がマイナスとなっており、これは翌年度以降の使途が

拘束されているということです。具体的には退職手当引当金などの資産形成につ

ながらない負債に対する備えを表しています。 
 
２．市民１人あたりの貸借対照表 
  貸借対照表を市民 1人あたりに置き換えてみると、資産は 238万 3,535円（対前年度
△1万 4,859円）で、そのうち公共資産は 221万 6,729円（対前年度△9,109円）、投資
等は 8万 2,826円（対前年度＋1万 1,680円）、流動資産は 8万 3,980円（対前年度△1
万 7,430円）となっています。 
  また、負債は 60 万 7,549 円（対前年度△1 万 9,333 円）で、そのうち固定負債は 54
万 5,771円（対前年度△1万 7,126円）、流動負債は 6万 1,778円（対前年度△2,207円）
となっています。 
  その結果、純資産は 177万 5,986円（対前年度＋4,474円）で、そのうち一般財源等で
賄われているものは、115万 2,089円（対前年度＋15,346円）となっています。 

 
３．貸借対照表から見る財務分析 
（１）社会資本形成の世代間負担比率 
   社会資本の整備の結果を示す公共資産のうち、純資産による整備割合をみることに

よって、これまでの世代により既に負担された分の割合をみることができます。 
   また、負債に着目すれば、将来返済しなければならない分、今後の世代によって負

担する割合をみることができます。 
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  ①社会資本形成のこれまでの世代による負担比率（％） 

＝純資産合計÷公共資産合計×１００ 
   309,581,051千円／386,409,171千円×100＝80.1％ （H18 79.6％） 
   
  ②社会資本形成の将来世代負担比率（％） 
                ＝地方債残高÷公共資産合計×１００ 
    89,849,351千円／386,409,171千円×100＝23.3％ （H18 23.8％） 
  ※①②いずれも貸借対照表の数値を用いて算出します。なお、「地方債残高」には、固

定負債の「地方債」に、流動負債の「翌年度償還予定地方債」、社会資本形成の財源

としての「長期未払金」及び「短期未払金」を加味します。なお、社会資本形成の

財源とならない地方債も含まれるため、①②の比率の合計は 100%にはなりません。 
 
【社会資本形成の世代間負担比率の推移】             （単位：千円、％） 

平成 18年度 平成 19年度 
項  目 

金   額 構成比 金   額 構成比 
増減率 

公共資産合計 390,253,886 100.0 386,409,171 100.0 △1.0
純資産合計 310,597,266 79.6 309,581,051 80.1 △0.3
地方債残高 93,037,885 23.8 89,849,351 23.3 △0.5

 
（２）歳入額対資産比率 
   歳入総額に対する資産の比率を計算することにより、ストックである資産の形成に

何年分の歳入が充当されたかをみることができます。 
 
   歳入額対資本比率＝資産合計÷歳入総額 
 

415,485,968千円／76,575,323千円＝5.43 （H18 5.77） 
   ※「資産合計」は貸借対照表の数値を使いますが、「歳入合計」は資金収支計算書の

各部の収入合計の総額に期首歳計現金残高を加味して算出します。 
 
     【予算額対資産比率の推移】         （単位：千円） 

項  目 平成 18年度 平成 19年度 
歳入総額（ａ） 72,937,225 76,575,323 
資産総額（ｂ） 420,507,940 415,485,968 
（ｂ）÷（ａ） 5.77 5.43 
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（３）有形固定資産の行政目的別割合 
   有形固定資産の行政目的別割合を見ることにより、行政分野ごとの資産形成の比重

を把握することができます。 
 
【有形固定資産の行政目的別割合の推移】            （単位：千円、％） 

平成 18年度 平成 19年度 
項  目 

金   額 構成比 金   額 構成比 
①生活インフラ・国土保全 215,785,165 56.0 215,991,016 56.6 
②教育 52,912,607 13.7 53,253,260 14.0 
③福祉 13,834,689 3.6 13,080,345 3.4 
④環境衛星 16,857,030 4.4 15,801,990 4.2 
⑤産業振興 58,933,924 15.3 56,564,189 14.8 
⑥消防 5,142,390 1.3 5,042,649 1.3 
⑦総務 21,770,642 5.7 21,823,547 5.7 

有形固定資産合計 385,236,447 100.0 381,556,996 100.0 
 
 
 
 
（４）資産老朽化比率 
   有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価格に対する減価償却累計額の割

合を計算することにより、耐用年数に比して償却資産の取得からどの程度経過してい

るかを全体として把握することができます。 
 

資産老朽化比率（％） 
＝減価償却累計額÷（有形固定資産合計－土地＋減価償却累計額）×100 

   ※いずれも貸借対照表及び貸借対照表の注記の数値を使用します。 
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【資産老朽化比率】                        （単位：千円、％） 

項  目 
有形固定 
資  産 

左のうち 
土  地 

減価償却 
累計額 

資産老朽化

比   率 

①生活インフラ・国土保全 215,991,016 71,967,047 79,587,684 35.6
②教育 53,253,260 6,615,737 29,493,147 38.7
③福祉 13,080,345 4,410,114 17,303,250 66.6
④環境衛星 15,801,990 2,584,557 18,792,460 58.7
⑤産業振興 56,564,189 7,058,631 64,265,181 56.5
⑥消防 5,042,649 2,661,766 7,059,507 74.8
⑦総務 21,823,547 5,220,961 16,754,282 50.2

合計 381,556,996 100,518,813 233,255,511 45.4
 
（５）地方債の償還可能年数 
   市の抱えている地方債を経常的に確保する資金で返済した場合に何年で返済できる

かを示す指標で、借金の多寡や債務返済能力を測る指標です。 
 
地方債の償還可能年数（年） 

＝地方債残高÷経常的収支額（地方債発行額及び基金取崩額をのぞく） 
   ※「地方債残高」は「社会資本の世代間負担比率で使用した金額」、「経常的収支額」

は資金収支計算書の数値を使用します。 
 

89,849,351千円／15,970,234千円＝5.63年 
 
４．貸借対照表の作成方法 
（１）基礎となる数値 
   昭和 44年度以降の地方財政状況調査（決算統計）の普通会計を基礎数値としていま
すので、それ以前に取得された資産は含まれていません。 

（２）対象は「普通会計」 
   個々の地方自治体が設けている各会計区分の範囲が異なっていることなどにより、

地方公共団体間での財政比較や統一的な把握が困難なため、地方財政統計上統一的に

用いられている会計区分が「普通会計」です。 
   今治市の場合、一般会計と用地取得特別会計、有線テレビ放送事業特別会計、墓園

事業特別会計、海事都市推進土地造成事業特別会計の全部、簡易水道事業特別会計、

港湾事業特別会計、小規模下水道特別会計、老人保健特別会計の一部を含んでいます。 
（３）作成の基準日 
   平成 19年度末（平成 20年 3月 31日）を基準日としています。 
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   なお、出納整理期間（平成 20年 4月 1日～平成 20年 5月 31日）における出納に
ついては、基準日までに終了したものとして処理しています。 

（４）流動・固定の区分 
   1年基準を原則としています。 
   1年基準とは、作成基準の翌日から 1年以内に入金又は支払の期限が到達するものを
流動資産又は流動負債とし、それ以外のものを固定資産又は固定負債とする分類基準

です。 
 
５．勘定科目 
[資産の部] 
（１）有形固定資産 
 ①評価方法 
  資産形成のために実際に投下された税等の額を表す普通建設事業費をもって有形固定

資産の取得原価とし、普通建設事業費の把握は、昭和 44年度以降の地方財政状況調査（決
算統計）データを使用しています。普通建設事業費とは、道路、橋りょう、学校、庁舎

など、公共用又は公共施設の新増築等の建設事業に要する投資的経費で、用地取得費等

も含みます。 
 ②他団体に支出した補助金、負担金等の取扱い 
  他市町村、民間、国等に支出した補助金、負担金等により有形固定資産が形成される

場合は資産として計上していません。 
 ③減価償却 
  普通建設事業費の区分ごとに設定された耐用年数に基づき、定額法により土地を除き

残存価格「0」までの減価償却を行っています。なお、減価償却計算は、当該固定資産取
得又は普通建設事業費支出の翌年度から開始しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


















































